
 
 
 
 
 

【図１】概念図 

【図５】地域アピール集計結果 
（市町村紹介文分析より作成） 

【図４】企業アピール集計結果 
（企業紹介文分析より作成） 

7

2

14

2

12

8 8

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%

0

2

4

6

8

10

12

14

16

市町村数 比率

101

32

15

53

25

4 7 8

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

0

20

40

60

80

100

120

企業数 比率

自己成長 

子育て 

ワーク 
仕事内容 

保険 
すまい 

人間関係 
自然環境 

ライフ 

ワーク 

 
 

キャリア選択から見た地方就職 
 
 

Job Finding in Local City as Career Choice 
 
時空間デザインプログラム 

09-20373 深野莉帆 Riho-Fukano 

        指導教員 土肥真人 Adviser Masato Dohi 
 
1 章 はじめに 
1-1 研究の背景と目的 
ワークライフバランスという言葉のとおり、就職によりワ

ークを決めると、同時にライフが規定される。現在学生は就

職活動の企業選択の際にワークばかりを重視し、希望に沿っ

たライフを選択できていない現状にあると考える【図１】。 
本研究では、ライフの要素の一つであり、同時に様々なラ

イフの要素を規定する居住環境を例に挙げ、都市圏の大学に

通う学生の地方就職をテーマとする。地方自治体によるライ

フの魅力の広報と、企業による新規大学卒業就職者（以下新

卒者）へのアピール方法を把握し、地方

圏の人口減少への対策ともなる施策の可

能性の検討を目的とする。 
1-2 既往研究 
 新卒者の就職活動に対する研究は多く、

若林や鵜飼は企業選択における志向を研

究している 1)2)。地方就職に関連したもの

は、杉山や平尾の大学生の地元志向と就

職意識についての研究がある 3)4)。また、地方居住の研究は多

く存在し、様々な市町村を対象に転入者の意識を明らかにし

ている 5)6)。さらに空閑は日本の交流・移住政策をまとめてい

る 7)。しかし、都市圏の新卒者の地方就職についての研究は

管見ではない。 
1-3 研究方法と論文構成 
 2 章で新卒就職と居住地移動の実態と関係を、統計資料を

用いて把握し、3 章ではウェブサイト上の新卒者へのアピー

ル文と移住希望者へのアピール文を収集し、比較分析する。4
章では、地方圏の基礎自治体へのアンケート調査により、新

卒者に対する施策の実態と意識を把握し、5 章で結論を述べ

る。 
 
2 章 新規大学卒業就職と居住地移動の実態と関係 
2-1 企業選択における学生側の志向 
 現在の学生は企業選択において、仕事や職種の内容を重視

する傾向にある 8)。しかし、バブル期以前の学生がライフを

重視した志向であったこと 9)、企業選択の志向が就職活動を

続けるにあたりワーク偏重からライフ偏重に移り変わること
10)、安定性等ライフの要素が充実している大企業志向の学生

が多いこと 11)から、上記の傾向はバブル期以後買い手市場に

転換していった就職活動の中で企業側が学生に自己分析 12)を

強く求めた結果であり、学生の本来の志向でないことが推測

できる。 
2-2 都道府県間人口移動の要因 
都道府県間の人口移動の要因は、転勤、進学、就職、転職

など仕事に関連した理由が多い【図２】。さらに就職における

人口移動では、三大都市圏への人口移動が大部分で、より大

企業の多い場所

に人口が移動し

ていることがわ

かっている 13)。 
2-3 求人倍率 
従業員が 300

人以上の大企

業では就職希

望数が求人数

を上回ってい

るが、300 人未

満の中小企業

では就職希望

数より求人数が

多い【図３】。また、三大都市圏と比べて、地方圏には中小企

業がより多いことから、大都市への就職希望が多いといえる。 
2-4 本章のまとめ 

学生は仕事や職種の内容だけでなくライフの条件も重視し

ており、ライフの条件が充実している大企業を志向する学生

が多く、大企業が多い三大都市圏へ就職を期に居住地を移動

する傾向にある。しかし大企業が内包するライフの魅力には、

地方圏の居住環境が提供できる魅力が多々あると考え、次章

では地方圏の魅力のアピール内容と方法を調査する。 
 
3 章 企業、行政の地域圏の居住環境のアピール内容と方法 
3-1 対象地の選定 
 地方圏の中から本研究では北海道を対象とし研究を進める。 
3-2 就職ポータルサイトでの企業アピール文の分析 

北海道に本社を置く企業が新卒就職者にアピールしている

内容を調査する。全国の学生が活用している就職ポータルサ

イト「リクナビ」に掲載されている個別の企業紹介文を分析

対象とし、テキストを分類した【図４】。 
地方圏に勤務地が限定される企業でも、企業のアピール項

目としてライフの部分をアピールしている企業は少なく、仕

事内容（仕事・事業概要）をアピールしている企業が多い。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

3-3 移住情報サイトでの移住アピール文の分析 
 次に地方圏の市町村が移住希望者にアピールしている内容

を調査した。移住・交流ポータルサイト「くらすべ北海道」

に掲載されている市町村紹介文を分析対象とし、テキストを

分類した【図５】【図６】。 
地域資源の分類 14)を基に作成した分類項目を用いて集計し

た結果、自然資源等すべてがライフをアピールしていた。 
3-4 本章のまとめ 

地方圏の環境はライフをアピールできる魅力的な資源を有

しており、立地する企業はこれを用いてライフのアピールが

可能なことがわかる。そこで次章では行政に、新卒に対する

施策や考えを調査する。 

【図２】人口移動の要因 (人口移動調査(2006)より) 

【図３】求人倍率と企業規模(ワークス大卒求人倍率調査より) 
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【表１】調査概要 

4 章 都市圏の新卒者に対する自治体の施策や考え 
4-1 調査概要 
 札幌市帯広市周辺の２０基礎自治体を対象とし、企業誘致

や就労支援の担当課にアンケート調査を行った。調査概要を

【表１】に、質問項目と回答一覧を【表２】に示す。 
4-2 自治体における若年層の現状について[質問 No.①~③] 
ほぼ全ての自治体では、若年層が地元から離れ(13/15)、若

年層が必要とされており(15/15)、北海道外からの転入者を増

やすことを重要だと考えていること(14/15)がわかった。 
4-3 道外からの新卒者の就職施策について[No.④~⑧] 
新卒者に対して実際に就職施策を行っている市町村は少な

いことがわかる(3/15)。しかし、施策を行うこと(15/15)や企

業が地域をアピールすること(11/15)に対しては有効だとす

る市町村は多く、企業と連携して施策を行うことに対しても、

約半数が今後やりたいと回答していた(6/15)。 
4-4 移住関連施策について[No.⑨~⑫] 
大部分の市町村では、移住関連施策の対象者に特定の条件

を課していないことが分かった(11/15)。しかし新卒者に対し

て移住支援のアピールをしている市町村はあまりない(。今後

新卒者へもア

ピールをする

施策を行う可

能性を示して

いる。 

4-5 自由記述欄の考察【図７】 
若年層の増加を、様々な理由からまちの活性化につながる

として必須だと回答した市町村が多い。そのため、地域には

活躍できる場がたくさんあるとして、新卒者を対象とした施

策をすぐに行う必要があると答えた市町村があった。その一

方、施策は有効だと考えるが実施は難しいと回答する市町村

もあった。その理由として雇用の確保の難しさがあげられる。

しかし後に新卒者への施策を見据えながら、これを喫緊の課

題として企業誘致に積極的に取組む市町村もあった。 
 

５章 結論 
・学生は就活の際、ワークの内容を重視し企業選択を行う傾

向にあり、居住地選択より仕事が優先されている。しかしそ

の傾向は、企業側が求めた結果であることが推測でき、本来

はよりライフも重視する傾向であることが指摘出来た。 
・移住者へはライフの内容がアピールされており、地方圏は

様々なライフの魅力を内包していることがわかる。 
・地方圏の自治体は、道県外からの人材を必要としており、

新卒者を対象とした施策を行うことに対して好意的である。 
以上より、新卒者への情報はワークの内容が大部分である

が、地方圏の自治体が道県外の人材を誘致するため新卒者に

対し施策を行うことは有効であり、今後新卒者が地方圏のラ

イフの魅力を含んだ情報も得られる施策実施の展望がある。                                                                                                                                                                                                                      
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調査期間

対象市町村数 20市町村 回答市町村数 15市町村

未回答 江別市　北広島市　当別町　芽室町　平取町

回答市町村

【回収率：７５％】

2013年1月29日から2013年2月12日

札幌市　小樽市　恵庭市　千歳市　伊達市

石狩市　京極町　喜茂別町　赤井川村　帯広市

新冠町　幕別町　音更町　更別村　中札内村

【表２】アンケート質問項目と回答一覧 

【図６】市町村アピール文の分類 

NO. 札幌 小樽 恵庭 伊達 石狩 千歳 京極 赤井川 喜茂別 帯広 新冠 音更 幕別 更別 中札内

① ● ● × ● ● ● ● ● ● × ● ● ● ● ●

② ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

③ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● △ ● ● ● ●

④ ● × × × × × × × × ● ● × × × ×

⑤ × × × × ● × × × ● ● × × × × ×

⑦ △ ● ● △ ● △ △ △ ● ● △ △ △ △ ●

⑨ ● ● × ● ● ● ● × × ● ● ×

⑩ × × × ● × ● × × ×

⑪ ● ● × ● ● ● ● ● × ● ● ●

● △ ● ●

道外からの新卒就職者に関するアンケートの質問項目

●

企業の新卒者採用時に道外の人材を道内に呼び込む必要があるか。

道外の人材の呼び込むため都市圏で説明会を開催したことがあるか。

● × ●

新卒就職の機会で北海道に来た方は移住施策の対象となるか。

⑨で「なる」の方を対象。移住施策を新卒者にアピールしているか。

昔同じ市町村や道内に住んでいたＵターンの場合は対象となるか。

企業の新卒者採用時に道外の人材を呼び込むための施策はあるか。

企業と連携し何か施策を行うことについてどう思うか。

⑧

就学や就職によって若年層が地元から離れる現象が多く見られるか。

市町村内に居住する若年層が増えることは望ましいことだと思うか。

● ● ×
リクルーティングサイトでの企業アピール文で、地域の魅力的な資源や環境

もアピールすることをどう思うか。
● ● ● ×

【図７】新卒者誘致と施策に対する自治体の意見図 
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